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【１】はじめに
〔１〕マニュアルについて
このマニュアルは、児童手当法（昭和４６年法律第７３号）第２１条及び第２２条の規定に基づき、奈良市が支給する児童手当から費用を徴収するにあたり、具体的な事務処理の方法を定めるものです。
また、事務処理を行うにあたっては、「市町村における児童手当関係事務処理について」（平成27 年12 月18 日府子本第430 号内閣府子ども・子育て本部統括官通知）に準拠し、児童手当法、児童手当法施行令（昭和46年政令第281号）、児童手当法施行規則（昭和46年厚生省令第33号）、及び奈良市児童手当法施行細則（平成30年奈良市規則第47号）を遵守することとします。

〔２〕用語の定義
　このマニュアルで用いる用語は次のとおりです。
(1) 法
　　⇒児童手当法
(2) ガイドライン
　　⇒「市町村における児童手当関係事務処理について」
(3) 細則
　　⇒奈良市児童手当法施行細則
(4) 申出徴収
⇒法第２１条の規定により、児童手当の受給資格者（以下「受給資格者」という。）が、児童手当の支払いを受ける前に、当該児童手当の支給額の全部又は一部を同条に規定する費用の支払いに充てる旨を申し出た場合、当該受給資格者に児童手当の支払をする際に当該申出に係る費用を徴収または支払うことをいう。
(5) 特別徴収
⇒法第２２条の規定により、受給資格者が、同条に規定する費用を支払うべき扶養義務者である場合、当該扶養義務者に児童手当の支払をする際に費用を徴収することをいう。
(6) 児童手当担当課
⇒法に基づき児童手当に係る事務を所管する課（奈良市職員の児童手当を所管する課を除く。）。
(7) 費用担当課
⇒法第２１条及び第２２条に定める費用に関する事務を所管する課


〔３〕導入について
　申出徴収及び特別徴収は、平成３１年４月以降に支給される児童手当に対して行うものとします。
また、４月・６月・８月・１０月・１２月および２月の定期支給月の児童手当を対象とし、随時支給については原則対象としないこととします。

〔４〕費用担当課同士の調整
　同一の受給資格者から複数の申出書が提出された場合や、申出徴収している受給資格者に対して特別徴収を行う場合等において、控除額の合計が支給額を超えるときは、費用担当課同士で徴収額等の調整を行うものとします。
　なお、調整にあたっては以下の内容を勘案することとします。
　　(1) 滞納金額
　　(2) 滞納期間
　　(3) 時効完成までの期間
　　(4) 過去の折衝状況
　　(5) 法以外の徴収方法の有無
　　(6) その他事案ごとの事情

〔５〕会議について
児童手当からの徴収に係る事務を円滑に行うため、以下の課は必要に応じて会議を開くことができるものとします。
(1) 児童手当担当課
(2) 費用担当課
(3) 奈良市債権回収対策本部設置規程（平成20年奈良市訓令甲第10号）第8条に規定する課


【２】申出徴収
〔１〕申出徴収の申請
　申出徴収は、受給資格者から支払期月の前々月の１５日までに申請されたものを対象とします。申請にあたっては児童手当特別給付に係る学校給食費等の徴収に関する申出書（別記第１号様式。以下「申出書」という。）により申し出を行うこととします。
　また、申出があれば、複数の児童（兄弟姉妹）の児童手当からも徴収することができるものとます。
さらに、期限について特別の申出がない場合は、完納に至るまで徴収することができるものとします。

〔２〕申出書の提出先
申出書は、費用担当課が受け付けるものとします。
また、費用担当課は、申出書が提出されたときには、申出者が受給資格者であるか否か、申出金額は適当であるかなど、軽微な確認を児童手当担当課に確認することができることとします。なお、確認により受給資格者でないことなどが明らかになったときは、申出者に修正を求めるものとします。

〔３〕申出徴収データの作成
費用担当課は、提出された申出書を基に、申出徴収に必要なCSVファイルと一覧表を作成します。


CSVファイルに記載する項目
(1) 対象年月日
(2) 受給者宛名番号
(3) 徴収対象児童宛名番号
(4) 徴収金額
(5) 消込対象年度
(6) 消込対象期別
(7) 徴収税目
(8) 徴収区分
(9) 通知書番号
(10) その他児童手当担当課が指定する事項


一覧表に記載する項目
(1) 対象年月日
(2) 受給者宛名番号
(3) 徴収対象児童宛名番号
(4) 徴収金額
(5) 消込対象年度
(6) 消込対象期別
(7) 徴収税目
(8) 徴収区分
(9) 通知書番号
(10) その他児童手当担当課が指定する事項

〔４〕申出書の確認依頼
費用担当課は、作成したCSVファイル及び一覧表を支払期月の前々月の末日までに児童手当担当課に提出し、申出徴収の可否その他申出書の不備等の確認を依頼することとします。	Comment by 奈良市役所: 「流れ」には一覧表は記載していない。
提出先　共通フォルダ～　はマニュアルには記載不要と思うが、それでよいか。

〔５〕児童手当担当課における確認
児童手当担当課は、費用担当課から確認依頼を受けたときは、依頼日より７営業日以内に①申出徴収の可否、②費用同士の競合の有無、③申出金額の整合性などCSVファイルの確認を行い、その結果を費用担当課に報告するものとします。	Comment by 奈良市役所: 「流れ」では依頼日から７営業日後までに、とある。（７営業日内）と追記するか。
CSVファイルに不備等がある場合は、児童手当担当課は、一覧表に不備等の内容を記載し、CSVファイルとともに費用担当課に返送するものとします。
児童手当担当課から不備等の報告を受けた費用担当課は、速やかに調査及び修正を行い、CSVファイル及び一覧表を児童手当担当課に再度確認を依頼するものとし、児童手当担当課は再度確認を行い、その結果を費用担当課に報告することとします。

〔６〕申出徴収の仮依頼
費用担当課は、確認を受けた後エラーデータを修正し、支払期月の前月の末日より５営業日前までに、申出徴収の仮依頼CSVファイルを共通フォルダに格納する形で提出します。	Comment by 奈良市役所: １．タイトルに「仮依頼」とするか。
２．末日の５営業日前

〔７〕仮依頼のチェック
児童手当担当課は、申出徴収の仮依頼CSVファイルを児童手当システムでチェック処理し、エラーがない事を確認した後、支給期日の前月の末日より３営業日前までに共通フォルダ内、費用担当各課のフォルダに返却します。
※現況届未提出のため支給予定なしに起因するエラーについては、この段階で徴収できない事を確定します。
	
　〔８〕申出徴収の依頼
費用担当課は、確認を受けた後、徴収できない者を削除し、支払期月の前月の末日までに文書によって、依頼文、対象者一覧表、児童手当から徴収する額に相当する納付書及びCSVファイルを児童手当担当課に提出します。	Comment by 奈良市役所: １．タイトルに「仮依頼」とするか。
２．末日の５営業日前
	Comment by 奈良市役所: 仮依頼に対するチェックを行い、支給期日の前月末日の３営業日前までに、を追記するか。
（この日程がタイトなように思うが。事務処理上仕方のない部分と思うので意見等はしていません。）
〔９〕申出徴収の通知
　児童手当担当課に申出徴収の依頼をした費用担当課は、児童手当支給日（定期支給月の１５日。１５日が土日祝の場合はその前日）の４営業日前までに細則第14号様式を作成し、受給資格者へ通知しなければなりません。	Comment by 奈良市役所: 支給日の４営業日前までに

〔１０〕児童手当の支給
　児童手当担当課は、児童手当の額から申出のあった費用の額を控除した支給額を、支給日の３営業日前までに受給資格者へ通知します。その後、児童手当担当課は、控除後の支給額を受給資格者へ支給しなければなりません。

〔１１〕各費用への支出
児童手当担当課は、児童手当から控除した費用の額を、〔８〕の納付書により費用担当課に支出することとします。

〔１２〕申出徴収の変更等
受給資格者から、ガイドライン様式第23号で定める申出の内容を変更又は撤回する申出書が提出されたときは、速やかに変更又は撤回の処理を行うものとします。
また、受給資格者が市外転出等により、児童手当の支給が解除され、申出徴収ができなくなった場合には、申出徴収の解除を行うこととします。


[image: ]


【３】特別徴収
〔１〕特別徴収の確認	Comment by 奈良市役所: 特別徴収の流れも、日数などは申出徴収と同じでしたので、同じように追記したらよいと思いますが、どうでしょうか。
費用担当課が特別徴収を行おうとするときは、CSVファイル及び一覧表を支払期月の前々月の末日までに児童手当担当課に提出し、特別徴収の可否等の確認を依頼することとします。なお、CSVファイル及び一覧表は、申出徴収と同じ様式とします。

〔２〕児童手当担当課における確認
児童手当担当課は、費用担当課から特別徴収の確認依頼を受けたときは、依頼日から７営業日以内に、①特別徴収の可否、②費用同士の競合の有無、③徴収額の整合性などCSVファイルの確認を行い、その結果を共通フォルダの費用担当各課フォルダに返却する形で報告するものとします。

〔３〕特別徴収の仮依頼
費用担当課は、確認を受けた後エラーデータを修正し、支払期月の前月の末日より５営業日前までに、特別徴収の仮依頼CSVファイルを共通フォルダに格納する形で提出します。	Comment by 奈良市役所: １．タイトルに「仮依頼」とするか。
２．末日の５営業日前

〔４〕仮依頼のチェック
児童手当担当課は、特別徴収の仮依頼CSVファイルを児童手当システムでチェック処理し、エラーがない事を確認した後、支給期日の前月の末日より３営業日前までに共通フォルダ内、費用担当各課のフォルダに返却します。
※現況届未提出のため支給予定なしに起因するエラーについては、この段階で徴収できない事を確定します。

　〔５〕特別徴収の依頼
費用担当課は、確認を受けた後、徴収できない者を削除し、支払期月の前月の末日までに文書によって、依頼文、対象者一覧表、児童手当から徴収する額に相当する納付書及びCSVファイルを児童手当担当課に提出します。	Comment by 奈良市役所: １．タイトルに「仮依頼」とするか。
２．末日の５営業日前
	Comment by 奈良市役所: 仮依頼に対するチェックを行い、支給期日の前月末日の３営業日前までに、を追記するか。
（この日程がタイトなように思うが。事務処理上仕方のない部分と思うので意見等はしていません。）
〔６〕特別徴収の通知
　児童手当担当課に特別徴収の依頼をした費用担当課は、児童手当支給日（定期支給月の１５日。１５日が土日祝の場合はその前日）の４営業日前までに細則第15号様式を作成し、受給資格者へ通知しなければなりません。	Comment by 奈良市役所: 支給日の４営業日前までに
また、通知した特別徴収の額に変更が生じた場合は、保育料特別徴収通知書を改めて作成し、速やかに受給資格者に送付しなければなりません。
〔７〕児童手当の支給
　児童手当担当課は、費用担当課から依頼のあった額を控除した支給額を、支給日の３営業日前までに受給資格者へ通知しなければなりません。このため支給日の３営業日前までに通知する事とします。その後、児童手当担当課は、控除後の支給額を受給資格者へ支給しなければなりません。

〔８〕保育料への支出
児童手当担当課は、児童手当から控除した費用の額を、〔５〕の納付書により費用担当課に支出することとします。
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関連法令


児童手当法
（受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等）
第二十一条　市町村長は、受給資格者が、児童手当の支払を受ける前に、内閣府令で定めるところにより、当該児童手当の額の全部又は一部を、学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第十一条第二項に規定する学校給食費（次項において「学校給食費」という。）その他の学校教育に伴つて必要な内閣府令で定める費用又は児童福祉法第五十六条第二項の規定により徴収する費用（同法第五十一条第四号又は第五号に係るものに限る。）その他これに類するものとして内閣府令で定める費用のうち当該受給資格者に係る児童に関し当該市町村に支払うべきものの支払に充てる旨を申し出た場合には、内閣府令で定めるところにより、当該受給資格者に児童手当の支払をする際に当該申出に係る費用を徴収することができる。
２　市町村長は、受給資格者が、児童手当の支払を受ける前に、内閣府令で定めるところにより、当該児童手当の額の全部又は一部を、学校給食費、児童福祉法第五十六条第六項各号又は第七項各号に定める費用その他これらに類するものとして内閣府令で定める費用のうち当該受給資格者に係る児童に関し支払うべきものの支払に充てる旨を申し出た場合には、内閣府令で定めるところにより、当該児童手当の額のうち当該申出に係る部分を、当該費用に係る債権を有する者に支払うことができる。
３　前項の規定による支払があつたときは、当該受給資格者に対し当該児童手当（同項の申出に係る部分に限る。）の支給があつたものとみなす。

第二十二条　市町村長は、児童福祉法第五十六条第二項の規定により費用（同法第五十一条第四号又は第五号に係るものに限る。）を徴収する場合又は同法第五十六条第六項若しくは第七項の規定により地方税の滞納処分の例により処分することができる費用を徴収する場合において、第七条（第十七条第一項において読み替えて適用する場合を含む。）の認定を受けた受給資格者が同法第五十六条第二項の規定により徴収する費用（同法第五十一条第四号又は第五号に係るものに限る。）を支払うべき扶養義務者又は同法第五十六条第六項若しくは第七項の規定により地方税の滞納処分の例により処分することができる費用を支払うべき保護者である場合には、政令で定めるところにより、当該扶養義務者又は保護者に児童手当の支払をする際に保育料（同条第二項の規定により徴収する費用（同法第五十一条第四号又は第五号に係るものに限る。）又は同法第五十六条第六項若しくは第七項の規定により地方税の滞納処分の例により処分することができる費用をいう。次項において同じ。）を徴収することができる。
２　市町村長は、前項の規定による徴収（以下この項において「特別徴収」という。）の方法によつて保育料を徴収しようとするときは、特別徴収の対象となる者（以下この項において「特別徴収対象者」という。）に係る保育料を特別徴収の方法によつて徴収する旨、当該特別徴収対象者に係る特別徴収の方法によつて徴収すべき保育料の額その他内閣府令で定める事項を、あらかじめ特別徴収対象者に通知しなければならない。



児童手当法施行令
（保育料の特別徴収）
第三条　法第二十二条第一項の規定により徴収することができる同項に規定する保育料（以下この条において「保育料」という。）は、次の各号に掲げる児童手当の区分に応じ、当該各号に定める年度において行われる児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第二十四条第五項若しくは第六項の措置、子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第二十七条第一項に規定する特定教育・保育、同法第二十八条第一項第二号に規定する特別利用保育又は同法第二十九条第一項に規定する特定地域型保育に係る保育料とする。
一　毎年四月から翌年一月までの月分の児童手当　当該児童手当の支払期月の属する年度
二　毎年二月及び三月の月分の児童手当　当該児童手当の支払期月の属する年度の前年度



児童手当法施行規則
（受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等）
第十二条の十　法第二十一条第一項及び第二項の規定による費用の支払の申出は、市町村長の定める日までに様式第十五号による申出書を市町村長に提出することによつて行わなければならない。
２　法第二十一条第一項の学校教育に伴つて必要な内閣府令で定める費用は、次の各号に掲げる費用とする。
一　学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第十一条第二項に規定する学校給食費
二　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に規定する幼稚園又は特別支援学校の幼稚部（第五号において「幼稚園等」という。）の保育料
三　学校教育法に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校又は特別支援学校（第五号において「義務教育諸学校等」という。）の児童又は生徒が各学年の課程において使用する学用品の購入に要する費用
四　児童福祉法第六条の三第二項に規定する放課後児童健全育成事業の利用に要する費用
五　その他義務教育諸学校等又は幼稚園等の学校教育に伴つて必要な費用
３　法第二十一条第一項の児童福祉法第五十六条第二項の規定により徴収する費用（同法第五十一条第四号又は第五号に係るものに限る。）に類するものとして内閣府令で定める費用は、次の各号に掲げる費用とする。
一　児童福祉法第六条の三第三項に規定する子育て短期支援事業の利用に要する費用
二　児童福祉法第六条の三第七項に規定する一時預かり事業の利用に要する費用
三　児童福祉法第六条の三第十三項に規定する病児保育事業の利用に要する費用
四　児童福祉法第六条の三第二十三項に規定する乳児等通園支援事業の利用に要する費用
五　子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九条第二号に規定する事業の利用に要する費用
六　その他法第二十一条第一項に規定する児童福祉法第五十六条第二項の規定により徴収する費用（同法第五十一条第四号又は第五号に係るものに限る。）に類する費用
４　法第二十一条第二項の内閣府令で定める費用は、第二項第二号から第五号まで及び前項各号に掲げる費用とする。

（特別徴収の通知）
第十二条の十一　法第二十二条第二項の内閣府令で定める事項は、同項に規定する特別徴収対象者の氏名及び住所とする。


市町村における児童手当関係事務処理について
（児童手当市町村事務処理ガイドライン）
（受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等に係る事務処理）
第２９条 法第21 条の規定により、受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等を実施する場合においては、実施する旨を請求者等に周知するとともに、申出の期限を定め、請求者等に周知すること。
２ 規則第12 条の10 の規定により、児童手当等に係る学校給食費等の徴収等に関する申出書（以下「学校給食費等徴収等申出書」という。）の提出を受けたときは、次により処理するものとする。
一 学校給食費等徴収等申出書に基づき徴収等を行う場合は、児童手当等から徴収等す
る各支払期月毎の費用等について、様式第22 号による通知書を作成し、徴収等対象者に送付すること。
二 支払期月毎に学校給食費等徴収等申出書に基づき徴収等を行う額（以下この条にお
いて「徴収等額」という。）を受給者台帳に記入し、当該支払期月に支給する児童手当等の額（法第20 条の規定に基づく寄附金額又は法第22 条の規定に基づく徴収額がある場合は、それらの金額を控除した額。）から徴収等額を控除した額を支払うものとすること。
３ 学校給食費等徴収等申出書の署名欄と児童手当等の請求者等の氏名が異なる場合、その他申出に基づく徴収等を行うことができないと判断される場合には、当該申出書を請求者等に返戻すること。
４ 請求者等より、学校給食費等徴収等申出書の内容を変更し、又は、学校給食費等徴収等申出書を撤回するため、様式第23 号による申出書（以下「学校給食費等徴収（支払）変更等申出書」という。）が提出された場合には、速やかに処理を行うこと。

（児童手当等からの保育料の特別徴収に係る事務処理）
第３０条 法第22 条の規定に基づき、児童手当等から保育料を徴収（以下「特別徴収」という。）するときは、次により処理するものとする。
一 様式第24 号の保育料特別徴収決定通知書（以下「特別徴収通知書」という。）を作成し、特別徴収の対象者に予め送付すること。
二 前号により通知した特別徴収の額に変更を生じたときは、特別徴収通知書を改めて
作成し、特別徴収の対象者に予め送付すること。
三 支払期月毎に特別徴収通知書に基づく徴収額を受給者台帳に記入し、当該支払期月
に支給する児童手当等の額から徴収額を控除した額（法第20 条の規定に基づく寄附金額又は前条第２項第２号に規定する徴収等額がある場合は、それらの額をさらに控除した額）を支払うものとすること。
奈良市児童手当法施行細則

（受給資格者の申出による学校給食費等の費用の徴収等に係る事務処理）
第15条　請求者等からの法第21条第１項又は第２項の規定による費用その他これに類するものとして省令第12条の10で定める費用（以下この条において「費用」と総称する。）の支払の申出は、各支払期月の前々月15日までに行われるものとし、当該申出日以後に支払われるべき児童手当を対象として、費用を徴収するものとする。
２　省令第12条の10第１項に規定する児童手当に係る学校給食費等の徴収等に関する申出書（以下この条において「申出書」という。）が提出された場合においては、その内容を審査し、適正と認められたときは、以後の各支払期月に請求者等に支給される児童手当の額（法第20条第１項の規定による寄附の金額がある場合は、それらの金額を控除した額。以下この条において同じ。）のうち、申出書に記載された費用の金額に相当する額を徴収するものとし、請求者等に対しては、児童手当の額から費用の金額に相当する額を控除した額を支払うものとする。
３　市長は、前項の規定により児童手当の額から費用の金額に相当する額を徴収するときは、各支払期月に、児童手当に係る学校給食費等の徴収（支払）に係る通知書（別記第14号様式）により請求者等に通知するものとする。
４　請求者等が、申出書の内容を変更し、又は申出書を撤回しようとする場合の申出は、第１項に規定する日までに行われるものとし、当該申出日以後に支払われるべき児童手当を対象とする。

（児童手当からの保育料の特別徴収）
第16条　市長は、法第22条第１項の規定による徴収（以下「特別徴収」という。）の方法によって保育料を徴収するときは、各支払期月に、あらかじめ、保育料特別徴収通知書（別記第15号様式）を特別徴収の対象者に送付するものとする。
２　前項の規定により通知した特別徴収の額に変更を生じたときは、保育料特別徴収通知書を改めて作成し、特別徴収の対象者に送付するものとする。
３　特別徴収は、支払期月に支給される児童手当の額から徴収するものとし、特別徴収の対象者に対しては、児童手当の額から当該特別徴収の額を控除した額を支払うものとする。











様式集


別記第1号様式
児童手当に係る学校給食費等の徴収に関する申出書

（宛先）奈　良　市　長
児童手当法第21条　第1項第2項　の規定に基づき、奈良市長から支給を受ける児童手当の額から、以下の費用につき、当該児童手当の支払期日をもって、支払いに充てる旨を申し出ます。
なお、申出の撤回又は申出内容の変更を行わない限りにおいて、本申出に基づき、各費用を完納するまで（申出日以降に生じた費用も含む。）、児童手当から各費用の支払いに充てるものとします。
また、充当先の期別および金額等については、一任します。
	徴収（支払）費用

	

	


申出年月日：　　　年　　月　　日
	申出人
（児童手当
受給資格者）
	カナ
	

	
	氏名
	　　

	
	住所
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	
	電話番号
	

	児童
	カナ
	

	
	氏名
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	児童
	カナ
	

	
	氏名
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	児童
	カナ
	

	
	氏名
	

	
	生年月日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日


※必要があるときは、所要の変更又は調整を加えることができる。


第１４号様式（第１５条関係）
第　　　　　号
　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　　　印　　


児童手当に係る学校給食費等の徴収（支払）に係る通知書

第１項

第２項

　児童手当法第２１条　　　　　の規定に基づく申出のあった費用について、

次のとおり、児童手当から徴収する（支払う）ことといたしますので通知します。





	児童の氏名
	児童手当から徴収
する（支払う）費用
	徴収期間
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	


徴収（支払）の内容





ガイドライン様式第23号
	※整理番号

	※受付年月日 令和　 ・　 ・　　




（申出先）○○市町村長　殿

学校給食費等徴収（支払）変更申出書

学校給食費等徴収（支払）撤回申出書

 
児童手当からの


第１項

第２項

私は、児童手当法第21条　　　　　　　の規定に基づき行った学校給食費等の徴収等について、

以下のとおり申し出ます。

記

1． 申出の別　　　　　　　　　申出の変更　・　　申出の撤回

2．変更の場合
	児童の氏名
	児童手当から徴収する
（支払う）費用（変更後）
	徴収期間（変更後）

	
	
	

	
	
	



令和　　　年　　　月　　　日

住　所（法人の主たる事務所の所在地）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
氏　名（法人名等）　　　　　　　　　　　　　　
第１５号様式（第１６条関係）
第　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　様
奈良市長　　印　
保育料特別徴収通知書

　児童手当法第２２条の規定によって、保育料の特別徴収額を下記のとおり決定（変更）したので通知します。

記
１　　対象児童
	児童の氏名

	　



２　　徴収内容
	児童手当等支払期日
	特別徴収する保育料の額
	摘要

	年4月分　　　
	　　　　　　　　円
（　　　　　月分保育料）
	　

	年6月分　　　
	　　　　　　　　円
（　　　　　月分保育料）
	　

	年8月分　　　
	　　　　　　　　円
（　　　　　月分保育料）
	　

	年10 月分　　　
	　　　　　　　　円
（　　　　　月分保育料）
	　

	年12月分
	　　　　　　　　円
（　　　　　月分保育料）
	

	年2月分
	　　　　　　　　円
（　　　　　月分保育料）
	



（注）余白にこの処分について不服がある場合における不服申立て及び取消訴訟の教示を記載する。
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